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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期

第３四半期連結
累計期間

第74期
第３四半期連結

累計期間
第73期

会計期間
自平成26年６月１日
至平成27年２月28日

自平成27年６月１日
至平成28年２月29日

自平成26年６月１日
至平成27年５月31日

売上高 （千円） 24,648,461 27,006,892 34,058,658

経常利益 （千円） 2,363,102 2,859,493 3,452,541

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,518,555 1,911,555 2,246,122

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,219,200 1,642,178 3,193,978

純資産額 （千円） 20,888,062 23,192,092 21,854,620

総資産額 （千円） 40,550,816 44,584,636 42,305,155

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 125.02 152.74 183.51

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.5 51.1 50.7

 

回次
第73期

第３四半期連結
会計期間

第74期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年12月１日
至平成27年２月28日

自平成27年12月１日
至平成28年２月29日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 32.61 51.43

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．平成27年４月１日付で普通株式１株につき1.1株の割合で株式分割を行いましたが、第73期の期首に当該株

式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算出しております。

５.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の概況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、前半は賃金上昇やインバウンド消費の拡大等に加え設備投資

も堅調に推移した結果、全体としては緩やかな回復傾向となりました。一方で、後半は新興国の経済不安等に加え

国内生産活動が停滞してきており、景気は悪化傾向にあります。

　医薬品業界におきましては、平成25年４月に厚生労働省より「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロード

マップ」が公表されました。また、平成27年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2015」（いわ

ゆる骨太方針2015）にて、「後発医薬品に係る数量シェアの目標値については、2017年（平成29年）央に70％以上

とするとともに、2018年度（平成30年度）から2020年度（平成32年度）末までの間のなるべく早い時期に80％以上

とする。」と明記され、ジェネリック医薬品の新たな使用促進策導入により今後一層数量シェアの拡大が見込まれ

ます。一方で同基本方針には「国民負担を軽減する観点から、後発医薬品の価格算定ルールの見直しを検討すると

ともに、後発医薬品の価格等を踏まえた特許の切れた先発医薬品の保険制度による評価の仕組みや在り方等につい

て検討する。」とも記載されており、一層の経営効率化への努力が求められております。

　このような状況のもと、当社グループは引き続き生産基盤の充実を図りながら積極的な営業活動を展開し、その

結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高27,006,892千円（前年同期比9.6％増）、営業利益2,748,500千

円（前年同期比14.8％増）、経常利益2,859,493千円（前年同期比21.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利

益1,911,555千円（前年同期比25.9％増）となりました。

　販売品目ごとの状況をみますと、原薬では、消化性潰瘍剤原薬及び解熱鎮痛消炎剤原薬などのジェネリック医薬

品向け原薬の販売が堅調に推移いたしました。

　製剤では、医療用医薬品において自社開発ジェネリック医薬品の販売増加に加え、新薬や長期収載品の製造受託

の増加があり、順調に推移いたしました。

　健康食品他につきましては、市場環境の悪化等により、厳しい状況で推移いたしました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末より2,279,481千円増加し、44,584,636千円

となりました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少1,198,388千円並びに投資有価証券の減少239,785千円など

があった一方で、電子記録債権の増加685,291千円、原材料及び貯蔵品の増加1,428,380千円並びに有形固定資産の

増加1,391,381千円などがあったことによるものであります。

　負債は、前連結会計年度末より942,009千円増加し、21,392,544千円となりました。これは主に、未払法人税等

の減少434,636千円並びに流動負債その他の減少616,617千円などがあった一方で、電子記録債務の増加257,225千

円、短期借入金の増加920,000千円並びに長期借入金の増加727,875千円などがあったことによるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末より1,337,472千円増加し、23,192,092千円となりました。これは主に、その他有

価証券評価差額金の減少165,200千円などがあった一方で、利益剰余金の増加1,536,107千円などがあったことによ

るものであります。

　これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度より0.4ポイント増加し、51.1％となっております。

 

(３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は811,325千円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,800,000

計 30,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年４月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,519,064 12,519,064
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 12,519,064 12,519,064 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年12月１日～

平成28年２月29日
－ 12,519,064 － 4,367,774 － 4,253,965

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年２月29日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　　　4,400 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　 12,459,100 124,591 －

単元未満株式  普通株式　　　 55,564 － －

発行済株式総数 　　　　　　12,519,064 － －

総株主の議決権 － 124,591 －

 

 

②【自己株式等】

平成28年２月29日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ダイト株式会社
富山県富山市

八日町326番地
4,400 － 4,400 0.04

計 － 4,400 － 4,400 0.04

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年12月１日から平

成28年２月29日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年６月１日から平成28年２月29日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年５月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年２月29日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,918,749 1,890,538

受取手形及び売掛金 9,864,970 8,666,582

電子記録債権 3,254,881 3,940,172

商品及び製品 835,982 1,169,054

仕掛品 2,250,379 2,498,088

原材料及び貯蔵品 2,265,943 3,694,323

その他 1,373,510 1,057,456

貸倒引当金 △47,664 △52,169

流動資産合計 21,716,752 22,864,047

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,335,340 9,103,534

機械装置及び運搬具（純額） 4,353,668 5,751,299

その他（純額） 4,751,588 2,977,144

有形固定資産合計 16,440,597 17,831,978

無形固定資産 521,893 426,199

投資その他の資産   

投資有価証券 3,358,453 3,118,668

その他 291,610 403,860

貸倒引当金 △24,153 △60,117

投資その他の資産合計 3,625,911 3,462,411

固定資産合計 20,588,402 21,720,589

資産合計 42,305,155 44,584,636

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,176,774 4,382,804

電子記録債務 464,734 721,959

短期借入金 3,050,000 3,970,000

1年内返済予定の長期借入金 2,472,456 2,286,090

未払法人税等 821,779 387,143

引当金 85,604 235,421

その他 4,914,538 4,297,921

流動負債合計 15,985,887 16,281,340

固定負債   

長期借入金 3,434,698 4,162,573

退職給付に係る負債 195,950 199,326

その他 833,998 749,304

固定負債合計 4,464,647 5,111,204

負債合計 20,450,535 21,392,544
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年５月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年２月29日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,367,774 4,367,774

資本剰余金 4,253,965 4,253,965

利益剰余金 11,138,297 12,674,405

自己株式 △8,775 △10,886

株主資本合計 19,751,262 21,285,258

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,339,798 1,174,597

為替換算調整勘定 356,091 299,083

退職給付に係る調整累計額 13,364 3,341

その他の包括利益累計額合計 1,709,254 1,477,022

非支配株主持分 394,103 429,811

純資産合計 21,854,620 23,192,092

負債純資産合計 42,305,155 44,584,636
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年６月１日
　至　平成27年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
　至　平成28年２月29日)

売上高 24,648,461 27,006,892

売上原価 19,462,049 21,603,075

売上総利益 5,186,411 5,403,816

返品調整引当金戻入額 369 688

差引売上総利益 5,186,781 5,404,505

販売費及び一般管理費 2,792,973 2,656,004

営業利益 2,393,807 2,748,500

営業外収益   

受取利息 12,342 483

受取配当金 54,508 58,449

受取保証料 7,215 7,437

為替差益 － 56,262

その他 46,465 33,448

営業外収益合計 120,532 156,080

営業外費用   

支払利息 46,361 30,751

株式交付費 19,499 －

為替差損 74,568 －

その他 10,808 14,337

営業外費用合計 151,238 45,088

経常利益 2,363,102 2,859,493

特別利益   

固定資産売却益 13,225 －

投資有価証券売却益 75,488 －

特別利益合計 88,713 －

特別損失   

固定資産除却損 98,889 6,171

その他 1,565 450

特別損失合計 100,454 6,621

税金等調整前四半期純利益 2,351,361 2,852,872

法人税等 840,808 954,935

四半期純利益 1,510,553 1,897,937

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △8,002 △13,618

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,518,555 1,911,555
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年６月１日
　至　平成27年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
　至　平成28年２月29日)

四半期純利益 1,510,553 1,897,937

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 491,942 △165,200

退職給付に係る調整額 25,735 △10,023

為替換算調整勘定 190,968 △80,534

その他の包括利益合計 708,647 △255,758

四半期包括利益 2,219,200 1,642,178

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,170,424 1,679,323

非支配株主に係る四半期包括利益 48,775 △37,144
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

債務保証

　次の会社の武田薬品工業㈱からの買掛債務に対して債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年２月29日）

㈱富士薬品 25,700千円 ㈱富士薬品 112,674千円

アボットジャパン㈱ 12,422 マイランEPD合同会社 39,704

テイカ製薬㈱ 8,383 日医工㈱ 34,441

東洋製薬化成㈱ 8,188 ㈱パナケイア製薬 25,039

キョーリンリメディオ㈱ 6,561 テイカ製薬㈱ 13,414

第一薬品工業㈱ 2,843 キョーリンリメディオ㈱ 7,873

佐藤薬品工業㈱ 1,877 東洋製薬化成㈱ 6,847

日医工㈱ 804 佐藤薬品工業㈱ 3,804

常盤薬品工業㈱ 536 第一薬品工業㈱ 3,675

㈱パナケイア製薬 482 ㈱廣貫堂 2,281

富山薬品㈱ 134 大和製薬㈱ 268

合計 67,935 合計 250,020

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次

のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間

(自　平成26年６月１日

　至　平成27年２月28日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成27年６月１日

　至　平成28年２月29日)

減価償却費 1,760,658千円 1,898,025千円
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（株主資本等関係）

　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年６月１日　至　平成27年２月28日）

　　　　 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月28日

定時株主総会
普通株式 296,566 30 平成26年５月31日 平成26年８月29日 利益剰余金

平成27年１月９日

取締役会
普通株式 170,707 15 平成26年11月30日 平成27年２月２日 利益剰余金

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当社は、平成26年７月29日を払込期日とする公募による新株式発行により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ

1,084,759千円増加しております。また、平成26年８月27日を払込期日とする第三者割当による新株式発行によ

り、資本金及び資本剰余金がそれぞれ162,713千円増加しております。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間において資本金及び資本剰余金がそれぞれ1,247,472千円増加し、当

第３四半期連結会計期間末において資本金が4,367,774千円、資本剰余金が4,253,965千円となっております。

 

　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年６月１日　至　平成28年２月29日）

　　　　 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月10日

取締役会
普通株式 187,728 15 平成27年５月31日 平成27年８月６日 利益剰余金

平成28年１月８日

取締役会
普通株式 187,719 15 平成27年11月30日 平成28年２月１日 利益剰余金

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年６月１日　至　平成27年２月28日）

　当社の報告セグメントは、「医薬品事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記

載を省略しております。

 

　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年６月１日　至　平成28年２月29日）

　当社の報告セグメントは、「医薬品事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記

載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年６月１日
至　平成27年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年６月１日
至　平成28年２月29日）

１株当たり四半期純利益金額 125円02銭 152円74銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
1,518,555 1,911,555

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
1,518,555 1,911,555

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,146 12,514

(注) １　平成27年４月１日付で普通株式１株につき1.1株の割合をもって株式分割を行っております。これに伴い、前

　　　　連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　　　２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　平成28年１月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 

　（イ）配当金の総額　　187,719千円

　（ロ）１株当たりの金額　　15円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成28年２月１日

 

（注）平成27年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年４月13日

ダイト株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 近藤　久晴　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 安藤　眞弘　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイト株式会社

の平成27年６月１日から平成28年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年12月１日から平成28

年２月29日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年６月１日から平成28年２月29日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイト株式会社及び連結子会社の平成28年２月29日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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